
下関市中小企業経営革新事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、下関市中小企業経営革新事業費補助金（以下「補助金」

という。）の交付について、必要な事項を定めるものとする。 

 （補助金の目的） 

第２条 補助金は、ウィズコロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対

応するために新分野展開、業態転換、事業・業種転換等の取組、若しくは事

業再編又はこれらの取組を通じた規模拡大等を目指す中小企業者を支援する

ため、国の事業再構築補助金に係る補助対象経費の自己負担部分の一部を補

助するとともに、国の事業再構築補助金申請時の必須要件である事業計画策

定に係る認定経営革新等支援機関（以下「認定支援機関」という。）への報

酬の一部を補助することを目的とする。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

次に掲げる事業とする。 

(1) 事業再構築促進事業 国の事業再構築補助金の採択を受けて実施する事

業 

(2) 事業計画策定事業 国の事業再構築補助金の申請に当たり、認定支援機

関の助力を得て事業計画を策定する事業 

 （補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に

掲げる要件のいずれにも該当する者とする。 

(1) 市内に本社（個人事業者の場合は事業所）を有している中小企業者（中

小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に規定する

事業者をいう。） 

(2) 事業再構築促進事業にあっては、国の事業再構築補助金の交付確定通知

を受けている者 

(3) 事業計画策定事業にあっては、国の事業再構築補助金の採択又は不採択

の通知を受け、認定支援機関への報酬の支払が完了している者 



(4) 市税（新型コロナウイルス感染症を原因として地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第１５条第１項又は附則第５９条第１項の規定により市税

の徴収を猶予された者に係る当該徴収を猶予された市税を除く。以下同じ。）

の滞納がない者 

（補助対象経費等） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補

助率及び補助額等は、別表第１のとおりとする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、事業再構築促進事業にあっては

国の事業再構築補助金の交付確定通知を受けた日から、事業計画策定事業に

あっては国の事業再構築補助金の採択又は不採択の通知を受け、認定支援機

関への報酬の支払が完了した日から２月を経過する日又は令和４年２月２８

日のいずれか早い日までに、下関市中小企業経営革新事業費補助金交付申請

書（様式第１号）に、別表第２に掲げる必要書類を添えて、これを市長に提

出しなければならない。 

 （交付の決定等） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、その内容を審

査し、補助金を交付すべきものと認めるときは、予算の範囲内において、補

助金の交付の決定及び額の確定を行うものとする。 

（交付の決定等の通知） 

第８条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定及び額の確定をしたと

きは、下関市中小企業経営革新事業費補助金交付決定通知書兼確定通知書（様

式第２号）により、当該補助金の交付の申請をした者に通知するものとする。 

２ 市長は、前条の規定による審査により補助金の交付が適当でないと認める

ときは、補助金を交付しない旨を当該補助金の交付の申請をした者に通知す

るものとする。 

（補助金の交付請求） 

第９条 前条第１項の規定による通知を受けた者（以下「補助決定者」という。）

は、補助金の交付を受けようとするときは、下関市中小企業経営革新事業費

補助金交付請求書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 



２ 市長は、前項の規定により請求書の提出を受けた場合において、これを審

査し、適当であると認めるときは、当該請求書の提出を受けた日から３０日

以内に当該補助決定者に補助金を交付するものとする。 

（関係書類の整備等） 

第１０条 補助決定者は、補助対象事業の実施状況及び経費の収支に関する帳

簿その他関係書類（市長が別に指示する書類を含む。以下同じ。）を整備し、

当該補助対象事業の完了した日の属する会計年度の翌年度の初日から起算し

て５年間これを保管しなければならない。 

 （決定の取消し等） 

第１１条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

(2) この要綱の規定に違反したとき。 

(3) その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、 

当該取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、補助決定

者に対し期限を定めてその返還を命ずる。 

（財産の処分の制限） 

第１２条 補助決定者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財

産を、市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸し付け、設置場所を変更し、改造し、又は担保に供してはな

らない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

(1) 補助決定者が補助金の全部に相当する金額を市に納付したとき。 

(2) 補助対象事業の完了後５年を経過したとき。 

(3) 当該補助対象事業により取得し、又は効用の増加した施設等が災害等の

被害を受け、一般公衆の利便確保のため緊急に改造を要するとき。 

（質問等） 

第１３条 市長は、必要があると認めるときは、補助決定者に対し質問をし、

若しくは報告を求め、又は第１０条の帳簿その他関係書類について検査をす

ることができる。 



（その他）  

第１４条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等について必要な事項

は、市長が別に定める。   

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、令和３年５月１９日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和４年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日ま

でに交付決定をした補助金の取扱いについては、この要綱は、同日後もなおそ

の効力を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１（第５条関係） 

補助対象事業 補助対象経費 補助率 補助額等 

事業再構築促

進事業 

国の事業再構築補助金

の補助対象経費となっ

ている経費 

６分の１ 補助対象経費に補助

率を乗じて得た額を

補助額とする。ただ

し、補助対象経費に

補助率を乗じて得た

額が１，０００万円

を超えるときは、

１，０００万円を補

助限度額とする。 

事業計画策定

事業 

国の事業再構築補助金

の申請に必要な事業計

画策定のために認定支

援機関に支払った報酬 

２分の１ 補助対象経費に補助

率を乗じて得た額を

補助額とする。ただ

し、補助対象経費に

補助率を乗じて得た

額が５０万円を超え

るときは、５０万円

を補助限度額とす

る。 

備考 
１ 補助対象経費には、消費税及び地方消費税相当額を含まないものとする。 
２ 補助金の額に、１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数を切

り捨てるものとする。 

 

 

 

 

 

 
 
 



別表第２（第６条関係） 

補助対象事業 必要書類 

事業再構築促進事業 (1) 市税の滞納がないことの証明書 

(2) 履歴事項全部証明書、個人事業の開業届出書控

えの写し、定款、規約等 

(3) 事業者の概要書（別紙） 

(4) 国の事業再構築補助金の実績報告書類の写し 

(5) 国の事業再構築補助金の交付確定通知書の写し 

(6) その他市長が必要と認める書類 

事業計画策定事業 (1) 国の事業再構築補助金に係る国に提出した申請

書類の写し 

(2) 市税の滞納がないことの証明書 

(3) 履歴事項全部証明書、個人事業の開業届出書控

えの写し、定款、規約等 

(4) 事業者の概要書（別紙） 

(5) 国の事業再構築補助金に係る認定支援機関への

報酬の支払を証する書類 

(6) 国の事業再構築補助金の採択又は不採択の通知

書の写し 

(7) その他市長が必要と認める書類 

備考 補助対象者が事業再構築促進事業及び事業計画策定事業を同時に申請す

る場合は、重複する必要書類については省略できるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（その１）（第６条関係） 

    年  月  日 

 (宛先)下関市長 

申請者 住所又は所在地 
名   称 
代表者氏名     

 

下関市中小企業経営革新事業費補助金交付申請書 

 

下関市中小企業経営革新事業費補助金交付要綱第６条の規定により、関係書

類を添えて、次のとおり申請します。 

 

１ 補助対象事業の名称 事業再構築促進事業  

２ 補助金交付申請額   金       ，０００円  

[補助金申請額算出内訳]                        （単位：円）  

補助対象経費（税抜き）  
負  担  区  分  

市負担分  国負担分  自己負担分  その他  

     

※補助金申請額  補助対象経費×１／６（1,000 円未満切捨て） 
※補助金申請額算出内訳の記入に当たっては、消費税及び地方消費税相当額を

含めないこと。 
 

３ 補助対象事業の完了年月日      年  月  日  

 
添付書類  

ア 市税の滞納がないことの証明書  
  イ  履歴事項全部証明書、個人事業の開業届出書控えの写し、定款、規約等  

ウ 事業者の概要書（別紙）  
エ 国の事業再構築補助金の実績報告書類の写し  
オ 国の事業再構築補助金の交付確定通知書の写し  
カ その他市長が必要と認める書類  
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第１号（その２）（第６条関係） 

    年  月  日 

 (宛先)下関市長 

申請者 住所又は所在地 
名   称 
代表者氏名     

 

下関市中小企業経営革新事業費補助金交付申請書 

 

下関市中小企業経営革新事業費補助金交付要綱第６条の規定により、関係書

類を添えて、次のとおり申請します。 

 

１ 補助対象事業の名称 事業計画策定事業  

２ 補助金交付申請額   金       ，０００円  

[補助金申請額算出内訳]                        （単位：円）  

補助対象経費（税抜き）  
負  担  区  分  

市負担分  自己負担分  その他  

    

※補助金申請額  補助対象経費×１／２ (1,000 円未満切捨て)  

※補助金申請額算出内訳の記入に当たっては、消費税及び地方消費税相当額を

含めないこと。 
 

３ 補助対象事業の完了年月日      年  月  日  

 
添付書類  

ア 国の事業再構築補助金に係る国に提出した申請書類の写し  
イ 市税の滞納がないことの証明書  

  ウ  履歴事項全部証明書、個人事業の開業届出書控えの写し、定款、規約等  
エ 事業者の概要書（別紙）  

 オ  国の事業再構築補助金に係る認定支援機関への報酬の支払を証する書類  
 カ  国の事業再構築補助金の採択又は不採択の通知書の写し  

キ その他市長が必要と認める書類  
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙  

 

事 業 者 の 概 要 書 

 

１ 名 称 

２ 住 所 又 は 
本 社 住 所 

 
 

３ 市 内 事 業 所 
    住    所 
 
 

４ 代 表 者 氏 名 

５ 設 立 年 月 日        年   月   日  

６ 従 業 員 数                人  

７ 事 業 内 容 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第８条関係） 

   年  月  日  

 

          様 

下関市長       印  

 

下関市中小企業経営革新事業費補助金交付決定通知書兼確定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった上記補助金の交付につい

て、下関市中小企業経営革新事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、

下記のとおり交付の決定及び額の確定をしたので通知します。 

 

記 

１ 補助金の交付対象事業 

   補助対象事業の名称  

  

２ 補助金交付決定（確定）額 

   金          ，０００円 

 

３ 交付の条件等 

（１） 補助金を財源として財産（施設・備品）を取得した場合は、取得財産

等管理台帳を備え、補助対象事業の完了後においても善良なる管理者の

注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従い、適正な運

用を図ること。 

（２） 補助対象事業の実施状況及び経費の収支に関する帳簿その他関係書

類を整備し、当該補助対象事業の完了した年度の翌年度の初日から起算

して５年間保管すること。 

（３） 下関市中小企業経営革新事業費補助金交付要綱の規定に違反した場

合は、補助金の交付の決定を取り消し、補助金の全部又は一部を返還さ

せることがあること。 



様式第３号（第９条関係） 

    年  月  日 

 

 (宛先)下関市長 

 

申請者 住所又は所在地 

名   称 

代表者氏名            

 

下関市中小企業経営革新事業費補助金交付請求書 

 

年  月  日付け    第   号で交付の決定及び額の確定

通知のあった下関市中小企業経営革新事業費補助金について、下関市中小企業

経営革新事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定により、次のとおり請求し

ます。 

 

１ 補助金請求額     金         円 

 

２ 振込先 

金 融 機 関 名 
         銀行       本店  
         金庫       支店  
                  支所 

預 金 種 別 普 通 預 金 ・ 当 座 預 金 

口 座 番 号  

（ フ リ ガ ナ ） 
口 座 名 義 

 

 


